
特定原子力施設の指定について 

平成２４年１０月２９日 
原子力規制庁 
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１．原子力規制委員会について 
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原子力規制委員会の発足 

放医研 
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原子力安全 
委員会 

原子力 
規制委員会 

 
委員長及び委員４名 

 
 
 
 
 
 

原子力安全 
・保安院 

 
・発電用原子炉の安全 
 規制 等 

【新しい原子力規制組織】 【これまでの原子力規制組織】 

原子力 
委員会 

 核セキュリティの総
合調整 

・試験研究炉等の安全規制 
・核不拡散の保障措置の 
 規制*1 
・放射線モニタリング*1、 
 SPEEDI 
・放射性同位元素等の規制*1 

環境省 

原子力規制庁 
（事務局） 

ＪＮＥＳ 
・安全研究 等 

・放射線研究 等 

*1 H25.4.1.より移管  

・安全研究 等*2 

・放射線研究 等*3 

ＪＮＥＳ 

ダブルチェック 

必要となる法制上の措置を速やかに
講じて、原子力規制委員会に統合 

*2 H25.4.1.より共管、  *3 共管 
  

○独立性の確保：「利用の推進」と「安全規制」を同じ組織の下で行うことによる問題を解消するため、経
済産業省から安全規制部門を分離し、環境省の外局組織として「原子力規制委員会」を設置（原子力
規制委員会は、上級機関からの指揮監督を受けず、独立して権限を行使することを保障されている） 

○原子力規制組織の一元化：原子力安全規制、核セキュリティ、核不拡散の保障措置、放射線モニタリ
ング、放射性同位元素等の規制を一元化 

○危機管理体制の強化：内閣に「原子力防災会議」を設置し、関係機関との緊密な連携の下で原子力
防災対策を推進 
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原子力規制委員会の委員長・委員 

委員長 田中 俊一  
 
日本原子力研究所に
入所し、平成11年に
発生したJCO臨界事
故に際して、専門家と
して現場において事
故収束を指導。昨年
の東電福島原発事故
後、原子力に責任あ
る専門家として国民に
深く謝罪するとともに、
原子力安全の在り方
を訴えた。また、福島
県における放射能除
染活動に先頭に立っ
て取り組んだ。 
 

 委員 更田 豊志  
 
日本原子力研究所に
入所し、核燃料の事
故時の損傷等に関す
る研究に従事し、シビ
アアクシデント対策を
含む原子力安全の研
究を実施。OECD原子
力機関原子力施設安
全委員会ワーキング
グループ議長として、
国際的な原子力安全
研究協力を行った。 
 

 委員 島崎 邦彦  
 
元東京大学地震研究
所教授。地震予知連
絡会会長、中央防災
会議専門委員、日本
活断層学会会長等を
歴任。活断層や地震
発生の長期予測に関
し、専門家としての立
場から国民の安全を
確保するために必要
な対策に関する見解
を提言してきている。 

 委員 中村 佳代子  
 
慶應義塾大学医学部
及び同大学病院で核
医学の研究と実践に
従事した他、日本アイ
ソトープ協会医療連
携室長、放射線審議
会委員などを歴任。
放射線医療の現場に
おける医師、放射線
技師、医薬品メーカー
などの専門家及び患
者との間のコミュニ
ケーションに努めた。 

 委員 大島 賢三  
 
外務省に入省し、経
済協力局長、国際連
合日本政府代表部特
命全権大使等を歴任。
また、国連事務次長と
してチェルノブイリ原
発事故の被災者に対
する国際支援に従事
した他、東京電力福
島第一原子力発電所
事故調査委員会委員
として事故原因究明
に当たった。 
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これまでの主な活動（１） 

議題１：委員会発足の時点で速やかに決めておくべき事項 

議題２：新組織の発足にあたって―国民の信頼回復に向けて― 

第１回会議（平成２４年９月１９日） 

議題１：原子力災害対策指針の策定について 

議題２：関西電力（株）大飯発電所の敷地内破砕帯の調査に係る基本的方針について 

議題３： 東京電力福島第一原子力発電所3 号機使用済燃料プール内の鉄骨滑落事象について 

議題４：国際原子力機関（IAEA）第56 回総会の結果概要について 

議題５：原子力規制委員会の保有情報の公開等の事務手続について 

議題６：委員会における書面による決定に係る規定の削除について― 

第２回会議（平成２４年９月２６日） 

議題１：原子力災害対策指針のたたき台について 

議題２：特定原子力施設の指定及び措置を講ずべき事項について 

議題３：環境モニタリング結果の評価について 

議題４：原子力規制委員会が、電気事業者等に対する原子力安全規制等に関する決定を行うに当た
り、参考として、外部有識者から意見を聴くに当たっての透明性・中立性に関する基本的考え
方（案） 

第３回会議（平成２４年１０月３日） 

※赤枠は東京電力福島第一原子力発電所関連 
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これまでの主な活動（２） 

議題１： シビアアクシデント対策規制を含む基準等の策定について 

議題２：特定原子力施設に係る「措置を講ずべき事項」の検討について 
 

議題３：東京電力福島第一原子力発電所第3 号機使用済燃料プールへの鉄骨落下事象報告の評価
について 

議題４：最近１ヶ月の環境モニタリング結果の解析について 
 

議題５：原子力規制委員会が、電気事業者等に対する原子力安全規制等に関する決定を行うに当
たり、参考として、外部有識者から意見を聴くにあたっての透明性・中立性を確保するための
要件等について 

第４回会議（平成２４年１０月１０日） 

議題１：敷地内破砕帯の評価に関する有識者会合について 

議題２：特定原子力施設に係る「措置を講ずべき事項」の検討等について 

議題３：福島第一原子力発電所3 号機タービン建屋における放射性物質を含む水の漏えいについて 

議題４：原子力災害対策指針に関する自治体からの意見聴取(福島県) 

議題５：原子力災害対策指針に関する有識者からのヒアリング結果概要(放射線医学総合研究所) 

第５回会議（平成２４年１０月１７日） 

※赤枠は東京電力福島第一原子力発電所関連 
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福島における体制について（第１回会議 議題１） 

（趣旨）  

原子力規制委員会発足後、福島県民をはじめとした国民の不安にこれまで以上に積極的に応えて行
くことが必要。事故原因の究明を継続し、得られた知見の全てを安全性の継続的な向上に反映する。
また、放射線被ばくに係る健康管理のあり方も議論する。今後の廃炉プロセス等における安全確保
にも、積極的に関与する。さらに、委員自身が現地の状況を確認し、現地での万全の体制を構築する。 

１．事故原因の究明 

２．放射線被ばくに係る健康管理 

○原子力規制委員会において継続的に事故原因を究明するための体制を構築する。 

○住民の放射線被ばくに係る健康管理についての方針を検討する。 

３．廃炉プロセス等に対する規制当局としての対応 

○１～４号機の中長期的な安全確保及び信頼性の向上に積極的に関与し、規制当局として事業者に求めるべき対
応を検討するため、原子力規制委員会において何らかの場作り等を検討する。 

４．福島の現場での体制 

○原子力規制庁 
 ・福島第一、第二それぞれに原子力規制事務所（第一：所長以下７名、第二：所長以下６名）を   
  設置する。 
 ・加えて、福島地域全体を統括する業務総括（課長級）１名を配置する。 
 ・また、規制庁審議官１名を、福島担当とする。 
 （※）現地対策本部 （福島県福島市中町８番２号 自治会館内） 
    住民一時立ち入り支援等が業務の中心であり、本部長は経産副大臣、副本部長兼事務局長は経産省審議官。 

（主なポイント） 

５．現地視察 

○被災者の不安に積極的に応えるためには、委員自身が現場の状況を深く理解することが不可欠。 
  ９月１５日に全委員が福島第一原子力発電所サイト内を視察。 
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２．東京電力福島第一原子力発電所 
の特定原子力施設への 

指定について 
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福島第一原子力発電所に係る特定原子力施設指定に伴う 
              安全確保方法の移行について 

○応急の措置 
 ・東京電力株式会社福島第一原子力発電所は、炉心損傷等の原子力事故が発生したことから、その危険な状 
  態に対処するため、原子炉等規制法第６４条第１項に基づいて、応急の措置として対応している。 
○施設運営計画 
 ・当面、３カ年程度の期間において、原子炉の冷却等廃炉に向けた作業が開始されるまでに対処すべき事項と 
  して、原子力安全・保安院は「中期的安全確保の考え方」を東京電力に示し、策定された「施設運営計画」の安   
  全評価を通じて安全性の確認を行っている。 
○信頼性向上実施計画 
 ・設備が仮設であることにより、漏えい事象の発生などの脆弱性に起因するトラブルが多発したことから、原子力 
  安全・保安院は行政指導により、東京電力に「信頼性向上対策実施計画」を策定させ、その評価を通じて安全 
  確保を行っている。 

現在の安全確保の仕組み 

特定原子力施設による安全確保の仕組み 
○「特定原子力施設」への指定 
 ・原子力事故が発生し、応急の措置を講じている施設に対して、当該施設を「特定原子力施設」に指定し、設備 
  の状況に応じた、廃炉のための措置に向けた特別な安全管理を適切に講じさせる枠組み。 
○「実施計画」を用いた審査・検査 
 ・「特定原子力施設」の指定後、直ちに、「措置を講ずべき事項」を事業者に示し、当該事項に基づく「実施計画」 
  を事業者に策定させ、原子力規制委員会は、当該実施計画の妥当性を評価するとともに、適切な対応が行わ 
  れているかを検査することにより安全確保を行うこととなる。 
○安定的・継続的な枠組みによる廃炉のための措置に向けた安全性確保 
 ・廃炉のための措置に向けた作業の進捗や燃料デブリ取り出し等に対する技術開発の進捗などの状況変化に 
     対応するため、「実施計画」の変更命令などによる対応策の追加などを通じて、継続的に安全性を確保。 ９ 



 

○災害が発生した原子力施設について、施設の状況に応じた適切な方法による管理を行う制度。 

 

○災害への応急措置後も特別の管理が必要な施設を「特定原子力施設」として原子力規制委員会が指定。 

○原子力規制委員会は、指定後直ちに特定原子力施設に対して「措置を講ずべき事項」を示す。 

○原子力規制委員会は、当該事項に基づき事業者が作成する「実施計画」に基づき施設の安全を管理。 

○特例を定める政令によって、特定原子力施設に関する原子炉等規制法の適用関係を整理（法の規定を適用除外

にするなど）。 

 

○現在、東京電力福島第一原子力発電所は、形式的には平常時の原子炉等規制法の規定を必ずしも全て遵
守することが困難な状況であり、原子炉等規制法第６４条に基づく応急措置も講じつつ、施設運営計画や信
頼性向上対策に係る実施計画などを通じてその必要性、安全性について確認し、必要な規制を実施。 

○東京電力福島第一原子力発電所の特別な管理は今後も続くことが想定される中、長期間、応急措置に基づく
安全規制を行うことや原子炉等規制法の規定を形式的にでも遵守できない状況を継続することは適当ではな
く、こうしたことから、東京電力福島第一原子力発電所を特定原子力施設として指定することが必要。 

東京電力福島第一原子力発電所の特定原子力施設の指定について 
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特定原子力施設の制度概要 

東電福島第一原発の現状と指定の必要性 
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原子力規制委員会における議論① 

＜第３回会議（１０月３日）＞ 
 
（更田委員）○これから長期間にわたって行われる廃炉に向けた作業のトータルの 
         安全性ということを考えたら、例えば、無駄な作業が行われないこと、 
         作業が効率的に行われていること、そういったことが非常に重要。 
         トータルの意味でのリスクを下げることになります。 
 
（田中委員長）○福島第一については、その安全を確保するために積極的に関与 
           していく。 



特定原子力施設に係る「措置を講ずべき事項」の検討について 

○できる限り速やかな燃料取出しの完了等特定原子力施設全体のリスクの低減及び最適化を図るための効率的な措 
  置を講ずること 
○１～４号機は廃炉に向けたプロセスの安全性の確保、燃料デブリの取出し・保管を含む廃止措置を完了すること 
○５・６号機は冷温停止の維持・継続を確保すること。 

「措置を講ずべき事項」の目標 

①原子炉及び使用済燃料プールの冷却・維持 

②水素爆発防止対策 

 

 

①原子炉及び使用済燃料プールの冷却・ 維持 

 

⑭燃料デブリ取出し 

⑮廃止措置 

③使用済燃料等の早期取出し、④電源喪失対策、⑤固体放射性廃棄物の処理・保管・管理、 

⑥液体放射性廃棄物の処理・保管・管理、⑦気体放射性廃棄物の処理・管理、⑧敷地境界線量の低減 

⑨作業員の被ばく線量の低減、管理、⑩緊急時対策、⑪耐震安全性など設計上の共通の考慮事項、 

⑫特定原子力施設の保安、⑬核燃料物質の防護 

共通事項 

１～４号機の課題 ５・６号機の課題 

○全体工程を明確にし、特定原子力施設の各設備及び全体のリスク評価を実施させることとする。 
○燃料デブリの取り出しや原子炉格納容器内の止水、廃炉など今後の技術の進展を踏まえて、具体的な措置が検討さ 
  れるものについては、その進展状況等を踏まえつつ、措置を講ずべき具体的な事項を実施計画の変更命令として措 
  置をしていくこととする。 
○特定原子力施設全体のリスクの低減や最適化を図るとともに、規制委員会として積極的に安全確保のあり方に関与・ 
  提言していくこととする。 

「措置を講ずべき事項」の検討の方向性 
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P P 

圧力抑制室 

原子炉 

格納容器 

熱交換器 
蒸気タービン 

復水器 

P 

P 

集中廃棄物処理建屋 

配管 

P ポンプ 

水処理施設 

原子炉 

圧力 

容器 

９．汚染水等の処理・管理 
放射性液体廃棄物処理・貯蔵施設に対
して、汚染水の濃度等の低減、十分な容
量の確保、廃棄物による汚染の拡大防
止を行うこと 等 

ホウ酸水 

２．残留熱の除去 

原子炉圧力容器・格納容器及び使用済み燃料プール内の
残留熱を除去すること 

原子炉底部の温度を１００℃未満にすること 

タンク ４．不活性雰囲気の維持 

水素ガスが内部に滞留する設備につ
いて水素等の濃度の監視・抑制、不活
性ガスによる雰囲気の維持を行うこと  
等 

３．原子炉格納施設雰囲気の監視等 

格納容器内から環境へ放出される放射性物
質の濃度及び量の監視、それらを合理的に達
成可能な限り低減させること 

格納容器内における臨界を防止すること 

原子炉建屋 

使用済燃料プール 

中央制御室 

タービン建屋 

 ６．電源の確保 

電力系統又は非常用所内電源のい
ずれからも高い信頼性で受電（多重化
等） 

１２．作業者の被ばく線量の管理 

遮へい、機器配置、換気、除
染等、所要の放射線防護上の
措置による放射線業務従事者
の立入場所における線量の低
減等 

５．燃料取出し及び取出した
燃料の適切な貯蔵・管理 

燃料の取出しにあたり、燃
料の落下防止、適切な遮へ
い、冷却、貯蔵すること 等 

１４．共通事項（設計上の考慮） 
原子炉の冷却等重要な設備の多重
性又は多様性及び独立性の確保 

建屋・機器の耐震安全性の確保 

津波、台風、竜巻、火災等に対する
頑強性の確保 

火災やテロへの対応 

１３．緊急時対策 

緊急時対策所の整備、警報
系及び通信連絡設備の整備、
緊急時の資機材の整備を行う
こと 

保安のために措置を講ずべき事
項 

特定核燃料物質の防護のため
に措置を講ずべき事項 

実施計画に係る検査の受検 

１１．敷地内に保管  
されている事故後
に発生したがれき
や汚染水等による
敷地境界線におけ
る実効線量評価値
を年間1mSv以下
とすること 

１０．放射性ガスの
抑制管理 

 １．原子炉等の監視 

制御室において、全ての運転パラ
メータを監視すること 等 

８．がれき等の処
理・保管・管理 

東京電力福島第一原子力発電所（１～４号機）に対する 

     措置すべき事項の検討について 

 

 ７．電源喪失に対する設計上の考慮 

全交流動力電源喪失に備えた代替
電源設備等に対する設計上の考慮事
項（電源車、バッテリーの確保等）を満
たすこと  等 

燃料デブリの取り出し・廃炉プロ
セスの安全確保 
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原子力規制委員会における議論② 

＜第４回会議（１０月１０日）＞ 

 

（田中委員長）○特に福島の地元の人にとっては、（１Fの）安全確保は非常に関心が 

           高いし、大事なことですので、そのあたりも踏まえて、いろいろな外部 

           の方の御協力を仰ぐようにお願いしたいと思います。 

＜第５回会議（１０月１７日）＞ 

 

（田中委員長）○今の福島県をはじめとした周辺自治体は、（１Fの）行く末については 

           かたずをのんで見守っているところがありますので、是非、率直な 

           御意見を伺って、きちっとした対応をしていきたいと思います。 

 

（大島委員）○海外の知見を国内に取り入れつつ、これを進めるのかという取組 

         についても、あまり遅くならないうちに検討を始めていく必要がある。 



特定原子力施設の指定に関する今後の予定 

  
 ●一般からの意見・提案募集（10/17～10/30 ２週間：ホームページからの意見募集） 
 ●関係自治体の説明・意見聴取（福島県、関係１２市町村への個別訪問） 
 ●有識者からのヒアリング（福島県推薦を含む有識者からのヒアリング） 
 ●被規制者（東京電力）からのヒアリング 
    → これらの意見聴取・ヒアリングを踏まえて「特定原子力施設」の指定及び「措置すべき事項」等を決定 

  
 ●第３回規制委員会での審議（１０月３日）  ：特定原子力施設への指定に関する検討 
 ●第４回規制委員会での審議（１０月１０日） ：「措置すべき事項」（骨子案）の検討 
 ●第５回規制委員会での審議（１０月１７日） ：「措置すべき事項」（素案）の検討 

原子力規制委員会でのこれまでの検討 

関係者からの意見聴取・ヒアリングの実施予定 

  
 ●「特定原子力施設」への指定後、東京電力から提供される「実施計画」を審査 
 ●施設の中長期的な安全確保を的確に監視・評価を実施 
     
    → 規制委員会に同委員会委員、規制庁職員及び有識者から構成する「監視・評価検討会」を設置して、 
       安全の審査、監視・評価を実施。（海外からの知見も活用） 

特定原子力施設の監視・評価に向けた体制の強化 
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